















































































































































































































































































































































































































































































































































































の創生 2005 年度年報』（早稲田大学 21 世紀 COE プログラム「現代アジア学の創生」、2006
年 10 月）及び「アジア地域における人権保障に関する一考察～日本と中国の国際法学者の
見解を手がかりに」『第 2回現代アジア学次世代国際研究大会報告書』（早稲田大学 21 世紀
COE プログラム「現代アジア学の創生」、2006 年 11 月）に加筆・修正を加えたものである。） 
 
 
                                                  
１ 山崎公士・阿部浩己「アジアにおける人権保障機構の構想（一）」香川法学第 5巻第 3
号（1985 年）19～27 頁。 
２ 西ヨーロッパ、東ヨーロッパ、北米・カリブ海、南米、アフリカ、アジア、大洋州とい
う区分は『国際人権条約・宣言集』(東信堂、2005 年 12 月)の「XXI2 主要人権条約締約国
一覧表」（990～997 頁）を参照し、グラフは筆者が作成した。 
３ 富学哲著『従国際法看人権』（新華出版社、1998 年）251 頁。 
４ 曾令良・饒戈平『国際法』（法律出版社、2005 年）398 頁。 
５ 同 398 頁。 
６ 王虎華『国際公法学』（北京大学出版社、2005 年）454～456 頁。 
７ 性質においては、憲章は主権を国際法の基本原則として規定しているのに対して、人権
問題に関しては一般的な規定をしているだけであり、憲章は各加盟国が人権を実現する具









してはならない、との説明がなされている。同 457～458 頁。 
８ 同 458 頁。 
９ 曾・饒、前掲注（4）414 頁。 
１０ 同 414 頁。 
１１ 同 415 頁。 
１２ 周忠海主編『国際法』（中国政法大学出版社、2004 年）396 頁。 
１３ 同 396 頁。 
１４ 同 397 頁。 
１５ 曾・饒、前掲注（4）415 頁。 
１６ 同 417 頁 
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１７ 同 417 頁 
１８ 王献枢主編『国際法』（中国政法大学出版社、2003 年）238 頁。 
１９ 同 238 頁。 
２０ 饒戈平主編『国際法』（北京大学出版社、1999 年）380 頁。 
２１ 曹建明・周洪釣・王虎華『国際公法学』（法律出版社、1997 年）528～529 頁。 





２４ 梁西主編・王献枢副主編『国際法』（武漢大学出版社、2003 年）63 頁。 
２５ 白桂梅・朱利江編著『国際法』（中国人民大学出版社、2004 年）107 頁。 
２６ 周、前掲注（12）76 頁。 
２７ 朱暁青『国際法』（社会科学文献出版社、2005 年）58 頁。 
２８ 同 58 頁。 
２９ 周、前掲注（12）398 頁。 
３０ 劉、前掲注（23） 
３１ 陳光中主編「『公民権利和政治権利国際公約』批准与実施問題研究」（中国法制出版社、
2002 年）499～500 頁。 
３２ 楊宇冠『人権法－「公民権利和政治権利国際公約」研究』（中国人民公安大学出版社、
2003 年）56 頁。 
３３ 同 56 頁。 
３４ 同 56 頁。 
３５ 同 56 頁。 
３６ 王鉄崖主編『国際法』（法律出版社、1995 年）227 頁。 
３７ 周、前掲注（12）410 頁。 
３８ 白・朱、前掲注（25）130 頁。 
３９ 莫紀宏『国際人権公約与中国』（世界知識出版社、2005 年）86 頁。 
４０ 白・朱、前掲注（25）130 頁。 
４１ 1993 年 6 月にウィーンで開催される国連世界人権会議に向けて、3月にアジア地域の政
府代表会議が開かれたが、その中で人権に関するアジア 34 カ国の政府の立場を公式に表明
して、採択されたのが「バンコク宣言」である。稲正樹「アジア太平洋人権憲章の可能性」
亜細亜法学 36 巻 1 号（2001 年）4頁。 
４２ 「クアラルンプール人権宣言」は、1993 年にウィーンで世界人権会議が開催された後の
同年 9月に、クアラルンプールにおける「アセアン議会連盟」の第 14 回総会で採択された
宣言である。同 10 頁。 
４３ 王、前掲注（36）227～228 頁、周、前掲注（12）410～411 頁、周洪釣主編『国際法』（中
国政法大学出版社、1999 年）398 頁。 
４４ 劉傑『国際人権体制－歴史的逻辑与比較』（上海社会科学院出版社、2000 年）292 頁。 
４５ 同 289 頁。 
４６ 周、前掲注（12）411 頁。 
４７ 劉、前掲注（44）292 頁。 
４８ 同 292～293 頁。 
４９ 「アジア人権憲章」は、アジア人権委員会（香港を活動拠点とする人権 NGO）が提唱し、




                                                                                                                                                  
NGO そして市民が依拠すべき視座を提示しているとされる。
http://www.hurights.or.jp/database/J/ahrcharter/aboutcharter.htm 
５０ 白・朱、前掲注（25）107 頁。 
５１ 曾令良主編『国際法学』（人民法院出版社、2003 年）245 頁。 
５２ 楊澤偉主編『国際法教程』（中国政法大学出版社、1999 年）252 頁。 
５３ 周、前掲注（12）398 頁、李金栄主編『国際法』（法律出版社、2002 年）246 頁。 
５４ 楊成銘・王瀚著『現代国際法学』（中国法制出版社、2001 年）394～395 頁、楊成銘『人
権法学』（中国方正出版社、2003 年）493～494 頁。 
５５ 田畑茂二郎『国際化時代の人権問題』（岩波書店、1988 年）213 頁。 
５６ 同 214 頁。 
５７ 同 204～206 頁。 
５８ 楊・王、前傾注（54）395 頁、楊、前掲注（54）494 頁。 
５９ 横田洋三「国連および地域的機構を通しての人権保障」渡邉昭夫編『アジアの人権－国
際政治の視点から－』（日本国際問題研究所、1997 年）242 頁。 
６０ 羅艶華『传统 对东亚 权观文化 国家人 的影响』北京大学国際関係学院。
http://www.humanrights.cn/china/rqzt/zt2002004813155610.htm 
６１ 横田、前掲注（59）243 頁。 
６２ 阿部浩己・今井直・藤本俊明『テキストブック 国際人権法(第 2 版)』（日本評論社、
2002 年）227 頁参照。 
６３ 白・朱、前掲注（25）130 頁。 




６５ 「バンコク NGO 人権宣言」の訳については、同 1018 頁を参照。 
６６ 劉、前掲注（44）286 頁。 
６７ ただし、「民間組織の活動は多くの面でアジアの人権体制を作り上げるのにやはり積極
的意義を有しており、この活動の進展の歩調を速めるのに役立つ」とも述べられている。
同 286 頁。 
